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第１問

　Ａ県に所在するＢ鉄道Ｃ駅付近（Ａ県Ｅ市）からＤ駅付近（Ａ県Ｆ市）までの
区間（以下「本件区間」という。）において、踏切渋滞が頻発していた。Ａ県は
この踏切渋滞対策として、本件区間の連続立体交差化を内容とする都市計画事業
（以下「本件事業」という。）を施行することにした。連続立体交差事業とは、鉄
道と幹線道路とが２か所以上において交差し、かつ、その交差する両端の幹線道
路の中心間距離が３５０メートル以上ある鉄道区間について、鉄道と道路とを同
時に３か所以上において立体交差させ、かつ、２か所以上の踏切道の除却を行う
ものをいうとされる。国土交通省の定める都市計画運用指針において、この連続
立体交差事業に係る鉄道は都市高速鉄道として都市計画に定めるべきとされてい
る。
　Ａ県は都市計画法（以下「法」という。）第１８条第１項に基づき本件区間に
係る都市計画決定（以下「本件計画決定」という。）を行い、令和４年８月１９
日付けで同計画の決定を告示した。Ａ県は、令和５年１１月１６日、法第６０条
第１項に基づき、国土交通大臣に対して本件事業の認可を申請した。国土交通大
臣は、令和５年１１月３１日付けで、法第５９条第２項に基づき、Ａ県に対し、
本件事業の認可（以下「本件事業認可」という。）をし、同日付けでこれを告示
した。
　Ｘは、Ｃ駅付近に土地を所有し、その土地に居住する住民である。Ｘの所有す
る土地は、本件計画決定に従い連続立体交差化をした場合における鉄道施設の増
強部分とされる区域内に存在し、本件事業認可に係る事業計画においても同様に
鉄道施設の増強部分とされる区域内とされている。そのため、本件事業認可に基
づき事業が施行された場合、Ｘの土地は収用されることになる。Ｘは、令和６年
１月５日に本件事業認可がされていることを知った。Ｘは、本件計画決定が違法
であり、本件計画決定を前提とする本件事業認可も違法であると考え、自らが所
有する土地を収用されないようにしたいと考えている。

　設問１　本件事業認可は、抗告訴訟の対象となる処分に当たるか。
　設�問２　令和６年１月１５日時点において、Ｘの希望をかなえるために、誰を
被告としてどのような訴訟を提起すべきか。本件計画決定が処分に当たらな
いことを前提とし、本件計画決定を争う場合と比較して検討しなさい。なお、
被告適格以外の訴訟要件については検討しなくてよい。
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【資料　関係法令】
〇　都市計画法
　（定義）
第�４条　この法律において「都市計画」とは、都市の健全な発展と秩序ある整備
を図るための土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画で、
次章の規定に従い定められたものをいう。
２～４（略）
５�　この法律において「都市施設」とは、都市計画において定められるべき第
１１条第１項各号に掲げる施設をいう。
６�　この法律において「都市計画施設」とは、都市計画において定められた第
１１条第１項各号に掲げる施設をいう。
７～１４（略）
１�５　この法律において「都市計画事業」とは、この法律で定めるところにより
第５９条の規定による認可又は承認を受けて行なわれる都市計画施設の整備に
関する事業及び市街地開発事業をいう。
１６　この法律において「施行者」とは、都市計画事業を施行する者をいう。
　（都市施設）
第�１１条　都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる施設を定めること
ができる。この場合において、特に必要があるときは、当該都市計画区域外に
おいても、これらの施設を定めることができる。
　一　道路、都市高速鉄道、駐車場、自動車ターミナルその他の交通施設
　二～十五　（略）
２�　都市施設については、都市計画に、都市施設の種類、名称、位置及び区域を
定めるものとするとともに、面積その他の政令で定める事項を定めるよう努め
るものとする。
３～７　（略）
　（都市計画を定める者）
第�１５条　次に掲げる都市計画は都道府県が、その他の都市計画は市町村が定め
る。
　一～四　（略）
　五�　一の市町村の区域を超える広域の見地から決定すべき地域地区として政令
で定めるもの又は一の市町村の区域を超える広域の見地から決定すべき都市
施設若しくは根幹的都市施設として政令で定めるものに関する都市計画

　六～七　（略）
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２～４　（略）
　（都道府県の都市計画の決定）
第�１８条　都道府県は、関係市町村の意見を聴き、かつ、都道府県都市計画審議
会の議を経て、都市計画を決定するものとする。
２～４（略）
　（都市計画の告示等）
第�２０条　都道府県又は市町村は、都市計画を決定したときは、その旨を告示し、
かつ、都道府県にあつては関係市町村長に、市町村にあつては都道府県知事に、
第１４条第１項に規定する図書の写しを送付しなければならない。
２～３　（略）
　（施行者）
第５９条　（略）
２�　都道府県は、市町村が施行することが困難又は不適当な場合その他特別な事
情がある場合においては、国土交通大臣の認可を受けて、都市計画事業を施行
することができる。
３～７　（略）
　（認可又は承認の申請）
第�６０条　前条の認可又は承認を受けようとする者は、国土交通省令で定めると
ころにより、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣又は都道府県知
事に提出しなければならない。
　一～二（略）
　三　事業計画
　四　（略）
２　前項第３号の事業計画には、次に掲げる事項を定めなければならない。
　一�　収用又は使用の別を明らかにした事業地（都市計画事業を施行する土地を
いう。以下同じ。）

　二　設計の概要
　三　事業施行期間
３�　第１項の申請書には、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる書類
を添附しなければならない。
　一　事業地を表示する図面
　二～五　（略）
４　（略）
　（認可等の基準）
第�６１条　国土交通大臣又は都道府県知事は、申請手続が法令に違反せず、かつ、
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申請に係る事業が次の各号に該当するときは、第５９条の認可又は承認をする
ことができる。
　一　事業の内容が都市計画に適合し、かつ、事業施行期間が適切であること。
　二�　事業の施行に関して行政機関の免許、許可、認可等の処分を必要とする場
合においては、これらの処分があつたこと又はこれらの処分がされることが
確実であること。

　（都市計画事業の認可等の告示）
第�６２条　国土交通大臣又は都道府県知事は、第５９条の認可又は承認をしたと
きは、遅滞なく、国土交通省令で定めるところにより、施行者の名称、都市計
画事業の種類、事業施行期間及び事業地を告示し、かつ、国土交通大臣にあつ
ては関係都道府県知事及び関係市町村長に、都道府県知事にあつては国土交通
大臣及び関係市町村長に、第６０条第３項第１号及び第２号に掲げる図書の写
しを送付しなければならない。
２�　市町村長は、前項の告示に係る事業施行期間の終了の日又は第６９条の規定
により適用される土地収用法第３０条の２の規定により準用される同法第３０
条第２項の通知を受ける日まで、国土交通省令で定めるところにより、前項の
図書の写しを当該市町村の事務所において公衆の縦覧に供しなければならな
い。
　（建築等の制限）
第�６５条　第６２条第１項の規定による告示又は新たな事業地の編入に係る第
６３条第２項において準用する第６２条第１項の規定による告示があつた後に
おいては、当該事業地内において、都市計画事業の施行の障害となるおそれが
ある土地の形質の変更若しくは建築物の建築その他工作物の建設を行い、又は
政令で定める移動の容易でない物件の設置若しくは堆積を行おうとする者は、
都道府県知事等［注：市の区域内にあつては、当該市の長を含む。］の許可を
受けなければならない。
２～３　（略）
　（都市計画事業のための土地等の収用又は使用）
第�６９条　都市計画事業については、これを土地収用法第３条各号の一に規定す
る事業に該当するものとみなし、同法の規定を適用する。
第�７０条　都市計画事業については、土地収用法第２０条（同法第１３８条第１
項において準用する場合を含む。）の規定による事業の認定は行なわず、第
５９条の規定による認可又は承認をもつてこれに代えるものとし、第６２条第
１項の規定による告示をもつて同法第２６条第１項（同法第１３８条第１項に
おいて準用する場合を含む。）の規定による事業の認定の告示とみなす。
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２　（略）
　（監督処分等）
第�８１条　国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長は、次の各号のいずれかに
該当する者に対して、都市計画上必要な限度において、この法律の規定によつ
てした許可、認可若しくは承認を取り消し、変更し、その効力を停止し、その
条件を変更し、若しくは新たに条件を付し、又は工事その他の行為の停止を命
じ、若しくは相当の期限を定めて、建築物その他の工作物若しくは物件（以下
この条において「工作物等」という。）の改築、移転若しくは除却その他違反
を是正するため必要な措置をとることを命ずることができる。
　一�　この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定若しくはこれらの規定に基
づく処分に違反した者（以下略）

　二�～四　（略）
２～４　（略）
第�９１条　第８１条第１項の規定による国土交通大臣、都道府県知事又は市長の
命令に違反した者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

〇　土地収用法
　（土地を収用し、又は使用することができる事業）
第�３条　土地を収用し、又は使用することができる公共の利益となる事業は、次
の各号のいずれかに該当するものに関する事業でなければならない。
　一～三十五　（略）
　（事業の認定）
第�１６条　起業者は、当該事業又は当該事業の施行により必要を生じた第３条各
号の一に該当するものに関する事業（以下「関連事業」という。）のために土
地を収用し、又は使用しようとするときは、この節の定めるところに従い、事
業の認定を受けなければならない。
　（事業の認定の告示）
第�２６条　国土交通大臣又は都道府県知事は、第２０条の規定によつて事業の認
定をしたときは、遅滞なく、その旨を起業者に文書で通知するとともに、起業
者の名称、事業の種類、起業地、事業の認定をした理由及び次条の規定による
図面の縦覧場所を国土交通大臣にあつては官報で、都道府県知事にあつては都
道府県知事が定める方法で告示しなければならない。
２～３　（略）
４　事業の認定は、第１項の規定による告示があつた日から、その効力を生ずる。
　（収用又は使用の裁決の申請）
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第�３９条　起業者は、第２６条第１項の規定による事業の認定の告示があつた日
から１年以内に限り、収用し、又は使用しようとする土地が所在する都道府県
の収用委員会に収用又は使用の裁決を申請することができる。
２～３　（略）
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解説

第１　本問で学ぶ答案の書き方

第１問設問１では、訴訟要件の中でも処分性を充足しているかが問われてい
る。処分性の検討をする際に、条文をどのように読んで分析するかに着目して学
習してほしい。設問２では、当事者の言い分を実現するために誰を被告としたど
のような訴訟が適切か、が問われている。本問では争う対象となり得る行為が二
つあるため、どちらを争えばより当事者の言い分をかなえられるのかを検討する
ことになる。

第２　事例の解説－設問１
１　問われている訴訟要件の確定
　�　設問１では「本件事業認可は、抗告訴訟の対象となる処分に当たるか」が問われ
ている。したがって、訴訟要件の中でも処分性が問われていることが分かる。
２　参照すべき判例や典型的な考え方の分析
　⑴　処分性を検討する際の考え方
　　�　処分性を検討する場合、個別具体的な問題文の事情は考慮せず、法令の仕組み
及び通達により形成される行政実務を前提に検討すればよい。そのため、設問を
読んで「処分に当たるか」「処分性を検討せよ」と書いてあった場合には、問題
文中に行政実務についての記述がないかを確認し、条文の仕組みを検討すること
になる。

　　�　処分とは、「公権力の主体たる国又は公共団体が行う行為のうち、その行為に
よって直接国民の権利義務を形成し、又はその範囲を確定することが法律上認め
られているもの」をいう。そのため、法令の仕組みを検討する際には、当該行為
に基づく法効果を定める条文がないか、一方的に行為の相手方に法効果を発動す
る仕組みになっていないかを検討しつつ（定義からのアプローチ）、当該行為が
処分性の判例の分類にいう何に当たるか、使えそうな判例・考え方はないか（判
例・考え方のアプローチ）も同時に検討することになる。

　⑵　問題文中の行政実務の記述－行政活動の流れ
　　�　本問では、問題文中にＡ県が行った行政活動の流れが書かれている。問題文中
に記載されている行政活動の流れを図にしておくと、以下で行う法令の仕組みの
分析に役立つ。また、本問には記載がないが、本来法が予定している行政活動が
されていない場合や、本来法が予定していない行政活動がされている場合もあ
る。こうしたイレギュラーに気付けるようにするためにも、問題文中に記載され
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ている行政活動の流れは図にしておくとよい。
　⑶　法令の仕組み－定義からのアプローチ
　　�　設問で問題となっている行政活動を特定する。本問では「本件事業認可」の処
分性が問われている。この事業認可は法59条２項に基づくものである。そのた
め、この59条２項をまず読み、そこから事業認可の法効果を定めた条文・一方的
な効果発動を定めた条文がないかを分析検討する。

　　ア　事業認可の法効果
　　　ア　都市計画事業を施行することができるという法効果
　　　　�　法59条２項は「都道府県は……国土交通大臣の認可を受けて、都市計画事

業を施行することができる」と定めている。したがって、事業認可は都道府
県に対して都市計画事業を施行することができるという法効果を有している
といえる。ただし、都道府県は「国民」ではない。行政相互間の行為に該当
するため、この法効果をもって処分性を肯定することはできない。

　　　イ　事業認可が告示された場合の法効果
　　　　�　ここで、行政活動の流れをみると、事業認可がされた後、告示されてい

る。告示された場合、当該告示された内容に基づき何らかの効果が国民に付
与されることが多いため、告示に基づいて何らかの効果が発生していないか
を確認する。

　　　　�　法65条１項は、「第62条第１項の規定による告示……があつた後」に、「当
該事業地内において、都市計画事業の施行の障害となるおそれがある土地の
形質の変更若しくは建築物の建築その他工作物の建設を行い、又は政令で定
める移動の容易でない物件の設置若しくは堆積を行おうとする者は、都道府
県知事等の許可を受けなければならない」と定める。そして、「この法律」
「に違反した者」（法81Ⅰ①）に対して違反是正措置（法81Ⅰ柱書）を命ずる
ことができ、法81条１項の命令に違反した場合には罰則が科せられる。「こ
の法律」には法65条１項も含まれていることから、事業認可の告示がされた
後は、事業地内で都市計画事業施行の障害になりそうな建築物の建築等をし
ようとすれば、都道府県知事等の許可を受けなければならないという建築制
限が定められているといえる。

　　　　�　また、本件事業が施行されれば、Xの所有する土地が収用されるとされて
いる。事業認可がされれば事業が施行できるのであるから、上記のように土
地が収用されるというのもまた事業認可の法効果の一つといえる可能性があ
る。そこで条文を確認すると、法69条が「都市計画事業については、これを
土地収用法第３条各号の一に規定する事業に該当するものとみなし、同法の
規定を適用する」と定め、法70条で「都市計画事業については、土地収用法
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第20条……の規定による事業の認定は行なわず、第59条の規定による認可又
は承認をもつてこれに代えるものとし、第62条第１項の規定による告示をも
つて同法第26条第１項……の規定による事業の認定の告示とみなす」と定め
ている。そして、土地収用法39条１項は、事業認定の告示があった日から１
年以内に収用又は使用の裁決の申請をすることができると定める。以上のこ
とをまとめると、事業認可は土地収用法上の事業認定と同様に扱われ、事業
認可の告示がされれば事業認定の告示があったとみなされる結果、事業認可
の告示があれば土地収用法に基づく収用又は使用の裁決を申請でき、事業地
内の土地について収用又は使用ができる、ということになる。したがって、
事業認可の告示がされれば、その法効果として施行者に収用権限が付与され
るという法効果が生じることになる。そして、（４）イで後述する判例（最
判平4.11.26）を踏まえれば、収用権限が施行者に付与されることにより、特
段の事情がない限り事業地内の土地の所有者は収用を受ける地位に立たされ
るという法効果が生じる。

　　イ　公権力性
　　　�　事業認可をするかどうかについては法61条の認可基準を満たすかどうかにつ

き、国土交通大臣が決定する仕組みになっている。したがって、公権力性も肯
定できる。

　⑷　法令の仕組み－判例・考え方のアプローチ
　　�　定義にあてはまるかを確認しつつ、今回の行為が処分性の判例を分類した場合
のどれに当たるか、当該法令の仕組みと同様の仕組みが問題となった判例はない
かを検討する。

　　ア　処分性の判例を分類した場合のどれに当たるか
　　　�　問題となっている法令の仕組みと同じ判例を探すには、まずは今回問題と

なっている行為が何に分類されるのかを確定する必要がある。
　　　�　本件事業認可は都市計画法に基づいて行われる都市計画事業についてのもの

である。したがって、行政計画に分類されている判例が使える可能性が高い。
　　イ　行政計画の判例の検討
　　　ア�　⑶アイで述べたように、事業認可の法効果として建築制限が挙げられる。

建築制限が法効果として挙げられている判例は、最大判平20.9.10【百選Ⅱ
147】～土地区画整理事業計画決定～及び最判昭57.4.22【百選Ⅱ148】～用途
地域の指定～がある。そしてこの両者の判例ともに、建築制限が法効果であ
ることを認めながらも、当該法効果があることをもっては処分性を肯定して
いない。したがって、建築制限があるからといって処分性を認める論述はで
きないことが分かる。



24

アガルートアカデミー　論文答案の「書き方」　

　　　イ�　⑶アイで述べた、土地収用法上の事業認定と同様に扱われ、事業地を収用
することができるという法効果について述べている判例として、最判平
4.11.26がある。

　　　　�　同判例は、「再開発事業計画の決定は、その公告の日から、土地収用法上
の事業の認定と同一の法律効果を生ずるものであるから（同法26条４項）、
市町村は、右決定の公告により、同法に基づく収用権限を取得するととも
に、その結果として、施行地区内の土地の所有者等は、特段の事情のない限
り、自己の所有地等が収用されるべき地位に立たされることとなる。しか
も、この場合、都市再開発法上、施行地区内の宅地の所有者等は、契約又は
収用により施行者（市町村）に取得される当該宅地等につき、公告があった
日から起算して30日以内に、その対償の払渡しを受けることとするか又はこ
れに代えて建築施設の部分の譲受け希望の申出をするかの選択を余儀なくさ
れるのである（同法118条の２第１項１号）。

　　　　�　そうであるとすると、公告された再開発事業計画の決定は、施行地区内の
土地の所有者等の法的地位に直接的な影響を及ぼすものであって、抗告訴訟
の対象となる行政処分に当たると解するのが相当である」と述べる。

　　　　�　同判例は、再開発事業計画の決定がその公告の日から、事業認定と同一の
法律効果を生じるものであることを理由として処分性を認める判例である。
確かに、都市計画事業認可については都市再開発法118条の２第１項１号の
ような規定はない。しかし、この規定は、第２種市街地再開発事業において
施工地区内の土地の所有者等が自己の所有地等が収用されるべき地位に立た
されることを説明するために引用されている。この法効果が認められるのは
第２種市街地再開発事業計画決定が事業認定と同一の法律効果を生ずるもの
であるからである。したがって、都市再開発法118条の２第１項１号のよう
な規定がなくとも、本判例を参考に答案を作成することができる。

　　　ウ�　また、最判平4.11.26が想起できなかったとしても、都市計画事業認可が、
土地区画整理事業計画決定と同様に、事業地内の所有者を、最終的に自己の
所有地等を収用されるべき地位に立たせる法効果を有することを踏まえれ
ば、土地区画整理事業計画決定の処分性を認めた前掲最大判平20.9.10【百選
Ⅱ147】の考え方に従って、答案を作成することができる。この場合、実効
的な権利救済の観点を答案に盛り込むことになる。もっとも、都市計画事業
認可の場合には、都市計画事業認可を事業認定と同様に扱うという条文があ
るため、実効的な権利救済の観点に触れずとも、処分性を肯定することがで
きる。もちろん書いてもいい。

　　ウ　典型的な考え方の分析
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　　　�　また、最判平4.11.26を想起することができなかったとしても、「処分と同様
に扱われているから、当該行為も処分である」、という考え方を思い出せれば、
答案を作成することができる。

　　　�　本問で事業認可は、土地収用法上の事業認定と同様に扱われている。土地収
用法上の事業認定は伝統的に処分と扱われている。そのため、事業認可は処分
である、と結論付けることができる。

３　結論
　�　以上より、事業認可は、その告示がされた場合、事業地内の土地所有者を、自己
の土地を収用されるべき地位に立たせるという法効果を有するものであり、その法
効果は相手方の同意によらず施行者に与えられた権限に基づき生じるのであるか
ら、「処分」に当たる。

第３　事例の検討－設問２
１　問いの確定
　�　設問２では、「Xの希望をかなえるために、誰を被告としてどのような訴訟を提
起すべきか。本件計画決定が処分に当たらないことを前提とし、本件計画決定を争
う場合と比較して検討しなさい。」と問われている。
　�　問われているのは訴訟選択であって、仮の救済として何を申し立てるべきかにつ
いては書かなくてよい。ただし、ふさわしい訴訟を選ぶに当たって仮の救済手段が
使えるか、使えるとして有効かを検討する必要がある。その限度では仮の救済に触
れることになる。そして、訴訟の被告についても書くよう指示されているため、忘
れないようにしておく。
　�　また、本件計画決定を争う場合と比較して検討しなさい、とされていることか
ら、本件計画決定を争う場合についても触れて書く必要がある。本件計画決定と本
件事業認可、どちらを争うべきかを検討する場合どの観点に基づき答案を作成する
か検討する。設問２は、訴訟要件については検討しなくてよいとされているので、
訴訟要件充足性の検討はしなくてよい。また、問題文中においてXがなぜ本件計画
決定が違法と考えているのか書かれていないため、本案で勝訴できそうかについて
も検討することができない。したがって、この観点に基づいて答案を作成する必要
はない。そのため、Xの言い分が実現できるかという観点から争うにふさわしい行
政活動を検討することになる。
２　当事者の言い分の確定
　�　当事者「Xは、本件計画決定が違法であり、本件計画決定を前提とする本件事業
認可も違法であると考え、自らが所有する土地を収用されないようにしたいと考え
ている。」とされている。
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　�　したがって、Xは土地収用法に基づく収用裁決がされないようにしたいという希
望をもっていること、本件計画決定も本件事業認可も違法である、と考えているこ
とが分かる。
３　争いたい行政活動の確定と訴訟選択
　⑴　争い得る行政活動のうち、ふさわしいものの選択
　　ア　当事者の言い分を実現するためにふさわしい行政活動
　　　�　本問では本件計画決定と本件事業認可の二つが争い得る行政活動となる。X

の最終的な希望は、「収用裁決がされないようにしたい」なので、収用裁決の
前提となる行政活動が違法であり、無効だといえればよい、といえる。

　　　�　収用裁決の申請をするためには、土地収用法上の事業認定の告示があること
が必要である（土地収用法39Ⅰ）。そして、都市計画事業において事業認可の
告示がされれば、土地収用法上の事業認定の告示がされたとみなされる（法70
Ⅰ）。したがって、事業認可が無効となればよいと考えられる。

　　　�　収用裁決の申請は告示があった日から１年以内にすることとされている（土
地収用法39Ⅰ）。そのため、後述するように事業認可を争う抗告訴訟を提起し
ている間に収用裁決がされてしまう可能性がある。ここで、収用裁決がされな
いようにするために、執行停止の申立てをすることが考えられる。取消訴訟を
提起した場合に執行停止の申立てをすることができ（行訴25Ⅱ本文）、また、
無効確認訴訟を提起した場合も執行停止の申立てをすることができる（行訴38
Ⅲ、25Ⅱ本文）。したがって、Xの言い分をかなえるには、本件事業認可につ
いて取消訴訟又は無効確認訴訟を提起し、執行停止の申立てをすればよい、と
いえる。

　　イ　争い得る他の行政活動との比較
　　　�　本件計画決定と本件事業認可の関係について検討しておく。事業認可の基準

について定めた法61条１号は、「事業の内容が都市計画に適合」することを要
求している。したがって、事業認可が適法となるためには、その前提となる都
市計画決定が適法であることが必要となる（最判平18.11.2【百選Ⅰ72】参照）。

　　　�　本件計画決定は処分ではないとされているため、本件計画決定の違法を争う
手段としては当事者訴訟が考えられる。

　　　�　では、本件計画決定の違法確認を当事者訴訟で争うとして、事業認可の効力
を止め、収用裁決を阻止することができるか。当事者訴訟を提起したところで
事業認可の執行停止を申し立てることはできない（行訴法41条は執行停止に関
する25条以下を準用していない。）。また、事業認可の効力と抵触するため、仮
処分も排除されている。そのため、当事者訴訟を提起している最中に収用裁決
の申請がされ、実際に収用裁決がされる可能性がある。そうすると、「収用裁
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決されたくない」というＸの言い分がかなえられない。したがって、本件計画
決定を争うよりも、事業認可を争った方がよい、ということになる。

　　　�　なお、本件計画決定の違法確認訴訟を提起した場合、確認の利益が訴訟要件
となる。確認の利益は対象選択の適否・方法選択の適否・即時確定の利益から
判断される。本件では事業認可を争う抗告訴訟の方がより直截的で適切な方法
であるといえるため、対象選択の適否及び方法選択の適否の観点から、確認の
利益が否定される。そのため、訴訟要件の観点からも本件計画決定は争うにふ
さわしい行政活動とはいえない。設問では訴訟要件について検討しなくてよ
い、としているため、この部分も検討しなくてよい。

　　ウ　結論
　　　　したがって、本件事業認可を争う訴訟を提起すべきである。
　⑵　当事者の言い分を実現するためにふさわしい訴訟
　　�　事業認可は設問１で述べたように「処分」である。そのため、事業認可につい
て争うには抗告訴訟を選択することになる。そして、本問では既に事業認可がさ
れている。したがって、事業認可の取消訴訟又は無効確認訴訟を選択することに
なる。

　　�　取消訴訟と無効確認訴訟のどちらを選択するかについては、取消訴訟の出訴期
間が経過しているかどうかで判断する。取消訴訟の出訴期間は処分があったこと
を知った日から６か月である（行訴14Ⅰ本文）。

　　�　最判平14.10.24【百選Ⅱ127】によれば、告示によって処分の効力が生じる場合
の「処分……があつたことを知つた日」とは、告示があった日である。本問では
令和５年11月31日に事業認可の告示がされている。したがって、「処分……があ
つたことを知つた日」とは、令和５年11月31日である。

　　�　令和６年１月15日時点では出訴期間が経過していないため、取消訴訟を提起す
ることができる。

　　�　以上より、本問でＸの言い分を実現するためにふさわしい訴訟とは事業認可の
取消訴訟である。

４　誰を被告とするか－被告適格
　�　取消訴訟の被告適格は、「当該処分をした行政庁の所属する国又は公共団体」に
認められる（行訴11Ⅰ①）。本件事業認可をした行政庁は、国土交通大臣である
（法59Ⅱ）。
　�　「所属する」とは、組織法の解釈上、処分行政庁が行政主体に帰属することをい
う。国土交通大臣は国土交通省の長（国家行政組織法５Ⅰ）であり、国土交通省は
国の行政機関である（国家行政組織法３Ⅱ）。したがって、国土交通大臣が所属し
ているのは国であり、国を被告として本件事業認可の取消訴訟を提起すべきであ
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る。
５　結論
　�　令和６年１月15日時点において、Ｘの希望をかなえるためには、国を被告として
本件事業認可の取消訴訟を提起すべきである。
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答案構成例

第１　設問１
１　処分性の定式
　　　　　↓
　�　事業認可によって、事業地内において建築物の建築制限が生じるという法効果
（法65Ⅰ）が生じる
　　　　　↓
　�　当該効果は不特定多数者に対して一般的抽象的に生じるものであり、処分性を
根拠付けるものではない
　　　　　↓
　�　事業認可は土地収用法上の事業認定に代わるものとされ（法70）、事業認可の
告示は事業認定の告示とみなされる（同）
　　　　　↓
　�　したがって、事業認可がされれば、事業地内の土地の所有者等は、特段の事情
のない限り、自己の所有地が収用されるべき地位に立たされる
　　　　　↓
　　上記法効果は直接国民の権利義務を変動させるものといえる
　　　　　↓
　�　事業認可は、国土交通大臣が、法61条に基づき、優越的地位から一方的に行う
行為
　　　　　↓
　　公権力の主体たる国の行為に当たる
　　　　　↓
２　処分性肯定

第２　設問２
１�　自己の所有地を収用されないというXの希望をかなえるには、事業認可が違法
無効になればよい
　　　　　↓
　�　事業認可の取消訴訟（行訴３Ⅱ）ないし無効確認訴訟（同Ⅳ）を提起すればよ
い
　　　　　↓
　�　また、訴訟中に収用裁決がされないように、手続続行停止の申立て（同25Ⅱ本
文）もする必要がある
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　　　　　↓
　�　都市計画決定を当事者訴訟（同４）で争う方法もあるが、仮の救済手段がない
ため、不適切
　　　　　↓
　　事業認可を争う
　　　　　↓
　�　告示があった日から６か月以内であり、出訴期間（行訴14Ⅰ本文）が経過して
いないため、取消訴訟で争う
　　　　　↓
２　被告適格は国に認められる（行訴11Ⅰ①）
　　　　　↓
３　国を被告として本件事業認可の取消訴訟をすべき
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第１　設問１

　本件事業認可は、抗告訴訟の対象となる処分に当たるか。

１�　「処分」（行政事件訴訟法（以下「行訴法」という。）３条２項）とは、公権力

の主体たる国又は公共団体が行う行為のうち、その行為によって直接国民の権利

義務を形成し、又はその範囲を確定することが法律上認められているものをいう。

⑴　本件事業認可の法効果

ア�　事業認可は都市計画法（以下「法」という。）５９条２項に基づいてされる。

事業認可の告示（法６２条１項）があった後は、「当該事業地内において、都市

計画事業の施行の障害となるおそれがある……建築物の建築」等を「行おうとす

る者は、都道府県知事等の許可を受けなければならない」とされる（法６５条１

項）。したがって、事業認可の法効果として、「事業地」（法６０条２項１号、同

条３項１号）内において建築物の建築が制限されるという効果が生じる。

　�　もっとも、当該法効果は事業地内であれば不特定多数者に対して一般的抽象的

に生じるものである。したがって、直接国民の権利義務を形成するとはいえず、

建築制限の法効果が生じるからといって処分性を肯定することはできない。

イ�　都市計画事業は、土地収用法の事業に該当するものとみなされる（法６９条）。

都市計画事業認可がされた場合、事業認可は土地収用法上の事業認定（土地収用

法１６条）に代わるものとされ（法７０条）、事業認可の告示は事業認定の告示（土

地収用法２６条１項）とみなされる（法７０条）。そして、事業認定の告示があっ

た日から施行者は収用裁決の申請ができ（土地収用法３９条１項）、収用裁決に

よって土地の収用が可能となる。したがって、事業認可がされれば、施行者は、

収用権限を取得するとともに、その結果として、事業地内の土地の所有者等は、

答案例

1 
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特段の事情のない限り、自己の所有地等が収用されるべき地位に立たされること

となる。

　　上記法効果は直接国民の権利義務を変動させるものといえる。

⑵　公権力の主体たる国又は公共団体の行為

　�　国土交通大臣は、申請手続が法令に違反せず、かつ、申請に係る事業が法６１

条各号に該当する場合に、事業認可をすることができる（同条）。したがって、

国土交通大臣が上記申請をした者の同意なくして一方的にすることができると

いえ、公権力の主体たる国の行為に当たるといえる。

２�　したがって、事業認可は、国土交通大臣が、優越的地位から一方的に、特段の

事情がない限り、事業地内の所有者等を自己の所有地が収用されるべき地位に立

たせるという法効果を有するものといえ、抗告訴訟の対象となる処分に当たる。

第２　設問２

１�　令和６年１月１５日時点において、Ｘの希望をかなえるために誰を被告として

どのような訴訟を提起すべきか。

⑴�　本問でＸは、自らが所有する土地を収用されないようにしたいという希望を

もっている。

ア�　収用裁決によって土地収用がされる。そして、施行者が収用裁決の申請をする

ためには、事業認可の告示がされる必要がある。前提となる事業認可が違法無効

になれば、収用裁決の申請ができず、また申請されていたとしても収用裁決をす

ることができなくなる。そして、事業認可の取消訴訟（行訴法３条２項）又は無

効確認訴訟（同条４項）を提起し、手続の続行の停止の申立て（行訴法２５条２

項本文）を同時に行えば、訴訟係属中に収用裁決が行われることを防ぐことがで
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講義編　第１問
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きる。

イ�　また、事業認可は「事業の内容が都市計画に適合」する必要がある（法６１条

１号）。すなわち、事業認可が適法となるためには、都市計画決定が適法である

ことが必要となる。そのため、都市計画決定が違法であることが確認できれば、

事業認可が違法といえ、Ｘの希望をかなえることができる。都市計画決定は処分

ではないため、これを争うには当事者訴訟による必要がある。しかし、行訴法は

当事者訴訟について執行停止を準用しておらず（行訴法４１条１項、２項参照）、

後続処分である事業認可の手続の続行の停止を申し立てることができない。また、

都市計画決定が違法であることを前提とする仮の地位を定める仮処分を提起す

ることは、後続処分である事業認可と抵触するため、これもすることができない

（行訴法４４条参照）。したがって、都市計画決定の違法確認訴訟を提起したとし

ても訴訟係属中に収用裁決がされることを止めることができない。

ウ　以上より、本件事業認可を争うべきである。

⑵�　既にされた本件事業認可を争う訴訟として取消訴訟又は無効確認訴訟が考え

られる。そして、取消訴訟の出訴期間が経過していない場合は取消訴訟で争えば

足りる。

ア�　取消訴訟の出訴期間は「処分……があつたことを知つた日から６箇月」（行訴

法１４条１項本文）である。本件事業認可は告示により周知されるため（法６２

条１項、２項）、「処分……があつたことを知つた日」とは、実際にＸが本件事業

認可を知った日か、それとも、告示があった日となるのか、問題となる。

　�　法６２条は、都市計画事業認可については告示を行うとするにとどめている。

都市計画事業を円滑に進めるためにその認可の効力を関係権利者の全員に同時
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アガルートアカデミー　論文答案の「書き方」　
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に及ぼす必要がある。また、一般に、関係権利者全員を確実に把握して同時期に

個別の通知を到達させることが極めて困難である。そのため、法６２条の趣旨は、

都市計画事業認可について、これを特定の個人を名宛人として行わないものとし

た上、告示という方法により画一的に関係権利者等にこれを告知する点にある。

この趣旨からすると、告示の時に関係権利者にその内容が告知されたとみるべき

である。したがって、「処分……があつたことを知つた日」とは、告示があった

日をいう。

　�　本問において告示があったのは、令和５年１１月３１日である。令和６年１月

１５日時点では「処分……があつたことを知つた日」から６か月が経過しておら

ず、取消訴訟の出訴期間内である。

イ�　したがって、本件事業認可を争う訴訟として、取消訴訟を提起すべきである。

２　被告

　�　取消訴訟の被告適格は、「当該処分をした行政庁の所属する国又は公共団体」

に認められる（行訴法１１条１項１号）。

　�　国土交通大臣が本件事業認可をするため（法５９条２項）、処分をする行政庁

は国土交通大臣である。そして、国土交通大臣は国に所属している（国家行政組

織法５条１項、３条２項）。したがって、本件事業認可の取消訴訟の被告適格は、

国に認められる。

３�　以上より、令和６年１月１５日時点において、Ｘの希望をかなえるためには、

国を被告として本件事業認可の取消訴訟を提起すべきである。

� 以上
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